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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第97期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第98期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第97期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（百万円） 30,224 36,625 140,033

経常利益（百万円） 424 4,812 11,538

四半期（当期）純利益（△損失）　　　　　

（百万円）
△812 2,595 3,541

純資産額（百万円） 110,896 115,978 113,700

総資産額（百万円） 160,111 163,280 161,609

１株当たり純資産額（円） 375.69 402.82 394.03

１株当たり四半期（当期）純利益（△損失）金額（円） △3.13 10.28 13.85

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 60.7 62.3 61.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
7,022 6,269 22,701

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,935 △2,947 △6,174

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△7,600 △869 △13,992

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 7,412 14,864 12,387

従業員数（人） 2,602 2,541 2,561

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 2,541 

　  （注）従業員数は就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 864  

　　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

　基礎化学品事業 8,768 21.7

　アクリル製品事業 11,859 84.9

　機能製品事業 3,681 62.4

　樹脂加工製品事業 6,057 △19.1

合計 30,367 30.0

　　 （注）１　その他の事業につきましては、主としてサービス業ですので記載しておりません。

　　　　　 ２　金額は、販売価格により算出しております。

           ３　当第１四半期連結会計期間において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いまし

た。これに伴い、従来アクリル製品事業に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品事

業」に属していた光硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。また、前年同四半期比は、当

第１四半期連結会計期間に用いた事業区分に置き換えて対比しております。

　　　　　 ４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社および各社は受注生産はほとんど行わず、主として見込み生産であります。

(3）販売実績

　  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

　基礎化学品事業 11,830 18.9

　アクリル製品事業 13,435 45.3

　機能製品事業 4,194 33.0

　樹脂加工製品事業 6,895 △7.9

　その他の事業　 269 △30.9

合計 36,625 21.2

　（注）１　総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。

        ２　当第１四半期連結会計期間において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いました。

これに伴い、従来アクリル製品事業に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品事業」

に属していた光硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。また、前年同四半期比は、当第１四

半期連結会計期間に用いた事業区分に置き換えて対比しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）における当社グループの業績は、売上

高は366億２千５百万円（前年同期比21.2%増収）、営業利益は47億２千３百万円（前年同期比43億８千９百万円

増）、経常利益は48億１千２百万円（前年同期比43億８千８百万円増）、四半期純利益は25億９千５百万円（前年同

期比34億７百万円増）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いました。

これに伴い、従来アクリル製品事業に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品事業」に属して

いた光硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。また、前第１四半期連結会計期間の事業の種類別セ

グメント情報も当第１四半期連結会計期間に用いた事業区分に置き換えて対比しております。

①基礎化学品事業 

苛性ソーダおよび無機塩化物は、需要の回復により増収となりました。

銅製品は、需要の増加および市況の回復により大幅な増収となりました。

液化塩化水素は、主に電子材料分野の旺盛な需要により、大幅な増収となりました。

工業用ガスは、需要の回復により増収となりました。

これらの結果、当セグメントの売上高は、118億３千万円（前年同期比18.9%増収）、営業利益は16億２千万円（前

年同期比19億３千７百万円増）となりました。 

②アクリル製品事業 

アクリル酸エステルは、国内外ともに出荷量が増加しましたため、大幅な増収となりました。

アクリル系ポリマー、高分子凝集剤は、需要が回復し、大幅な増収となりました。

光硬化型樹脂「アロニックス」は、主に電子材料分野向け出荷が好調に推移し、大幅な増収となりました。

これらの結果、当セグメントの売上高は、134億３千５百万円（前年同期比45.3%増収）、営業利益は16億８千８百

万円（前年同期比16億４千９百万円増）となりました。

③機能製品事業 

接着剤は、主に国内向け工業用接着剤の出荷が回復した結果、大幅な増収となりました。

建築・土木製品は、建物補修用途に出荷が増加し、増収となりました。

開発製品は、シリコン系高純度ガスなど、電子材料分野向け製品の需要が好調に推移し、大幅な増収となりました。

これらの結果、当セグメントの売上高は、41億９千４百万円（前年同期比33.0%増収）、営業利益は９億３千７百万

円（前年同期比７億２千１百万円増）となりました。

④樹脂加工製品事業 

エラストマーコンパウンド、介護・福祉関連製品は、出荷が堅調に推移し増収となりましたが、管工機材製品は、需

要回復の遅れにより減収となりました。

これらの結果、当セグメントの売上高は、68億９千５百万円（前年同期比7.9%減収）、営業利益はコスト低減に努

めました結果、５億７千９百万円（前年同期比９千３百万円増）となりました。

⑤その他の事業 

新規製品の研究開発事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業などにより構成される当セグメントは、売上高

は２億６千９百万円（前年同期比30.9%減収）、９千２百万円の営業損失となりました。 

　

所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。

（日本）

　当セグメントの売上高は333億８千１百万円（前年同期比18.5%増収）となり、売上高全体に占める割合は91.1％と

なりました。営業利益は42億３千２百万円（前年同期比39億９千９百万円増）となりました。

（日本以外）

　当セグメントの売上高は32億４千４百万円（前年同期比58.4%増収）となり、売上高全体に占める割合は8.9％とな

りました。営業利益は５億１千２百万円（前年同期比３億６千８百万円増）となりました。　 
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(2)財政状態の分析

　総資産合計は、「現金及び預金」および「建設仮勘定」などの増加により、前連結会計年度末に比べ16億７千万円、

1.0％増加し、1,632億８千万円となりました。

　負債合計は、「支払手形及び買掛金」などが減少しましたため、前連結会計年度末に比べ６億８百万円、1.3％減少

し、473億１百万円となりました。

　純資産合計は、「利益剰余金」などが増加しましたため、前連結会計年度末に比べ22億７千８百万円、2.0％増加し、

1,159億７千８百万円となり、自己資本比率は62.3％となりました。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損益が大幅に改善しましたものの、運転資本が増加し

たこともあり、前年同期に比べ収入が７億５千３百万円減少し、62億６千９百万円の収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が増加しましたため、前年同期に比べ支出

が10億１千２百万円増加し、29億４千７百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額など、８億６千９百万円の支出となりました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は148億６千４百万円となり、前連結会計年

度末に比べ24億７千６百万円の増加となりました。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

　当社は、当社の企業価値が、「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」という企業理念

に基づき、化学関連の事業を推進することにより、当社およびその子会社の株主・取引先・地域住民等のステーク

ホルダーの皆様の利益・幸せを実現していくことにその淵源を有することに鑑み、特定の者またはグループによる

当社の総議決権の20％以上に相当する議決権を有する株式の取得により、このような当社企業価値または株主の皆

様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務および事業の方

針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令および定款によって許容される限度において、当社の企業

価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、その基本方針といたします。

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

　当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの一つとして、平成19年３月29日開催の第94回定時株主総会において、当社株式の大規模買付行為

に関する対応方針（買収防衛策）（以下「旧プラン」といいます）の導入について株主の皆様のご承認をいただ

いております。

　旧プランの有効期間は、平成22年３月31日までとなっておりますが、当社は、旧プラン導入以後の法令の改正、買収

防衛策に関する議論の動向等を踏まえ、平成22年２月12日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(会社法施行規則第118条第３号柱書に定義されるものをいい、以下

「基本方針」といいます)を維持することを確認したうえで、平成22年３月30日開催の第97回定時株主総会（以下

「第97回総会」といいます）において、株主の皆様のご承認が得られることを条件に、旧プランに所要の変更を行

い、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）を継続することを決議し（以下、変更後のプラン

を「本プラン」といいます）、第97回株主総会において、本プランについて株主の皆様のご承認をいただきました。

また、本プランの継続に伴い、特別委員会委員として、北村康央、佐藤勝、花田文宏の３氏を選任いたしました。

　本プランの概要は、以下に記載のとおりです。
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(a)本プランの導入の目的

　本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考慮・交渉のため

の期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断される

こと、取締役会が、当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代替案を株主の皆様に対して提示すること、あ

るいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な

者（具体的には、本プランに違反をした大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者等）によって当社の財

務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、企業価値ないし株主共同の利益を確保・向上することを

目的として導入されたものです。

(b)本プランに基づく対抗措置の発動に係る手続

(イ) 対象となる大規模買付行為

　次の(ⅰ)もしくは(ⅱ)のいずれかに該当する行為（ただし、取締役会があらかじめ承認をした行為を除きま

す）またはその可能性のある行為がなされ、またはなされようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発

動される場合があります。

(ⅰ)当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の

買付けその他の取得

(ⅱ)当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有

割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得

(ロ) 大規模買付者に対する情報提供の要求

　大規模買付者には、大規模買付行為の開始に先立ち、意向表明書および大規模買付情報を提供していただき

ます。

(ハ) 大規模買付者との交渉等

　取締役会は、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社のすべての株券等の買付けが行われる場

合には、60日間、それ以外の場合には、90日間の期間を、取締役会評価期間として設定し、当社の企業価値およ

び株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との

交渉を行うものとします。なお、当該取締役会評価期間は、必要な範囲内で最大30日間延長することができる

ものとします。

(二) 特別委員会の勧告および取締役会の決議

　特別委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、取締役会が

その是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後10営業日以内に当該違反が是正されない場合に

は、原則として、取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。

　他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、特別委員会は、原則として、取締役会に対して、大規

模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告しますが、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、

当該大規模買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合等一定の事情を有していると認められる者である

場合には、取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。

　取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動その他必要な決議を

行うものとします。

(c)本プランの特徴

(イ) 基本方針の制定

　本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する「基本方針」を制定したう

えで、導入されたものです。

(ロ) 特別委員会の設置

　当社は、本プランの必要性および相当性を確保するために特別委員会を設置し、取締役会が対抗措置を発動

する場合には、その判断の公正を担保し、かつ、取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会の勧告

を最大限尊重するものとしています。

(ハ) 株主総会における本プランの承認

　本プランの法的安定性を高めるため、本プランにつきましては、第97回定時株主総会において本プランの継

続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいております。

(二) 適時開示

　取締役会は、本プラン上必要な事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、適時かつ

適切な開示を行います。
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(ホ) 本プランの有効期間

　本プランの有効期間は、平成25年３月31日までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社

の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものと

します。また、当社は、当社の取締役会において、企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点か

ら、必要に応じて本プランを見直し、または変更する場合があります。ただし、当社は、本プランの内容に重要

な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入に関する

承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認が得

られることを条件に効力を生じるものとします。

(d)株主の皆様への影響

(イ) 本プランの導入時に株主の皆様に与える影響

　本プランの導入時には、新株予約権の発行自体は行われません。したがいまして、本プランが本プラン導入時

に株主の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。

(ロ) 新株予約権の発行時に株主および投資家の皆様へ与える影響

　取締役会が対抗措置として新株予約権の無償割当ての決議をした場合、基準日における最終の株主名簿に記

録された株主の皆様は、新株予約権の無償割当ての効力発生日に、当然に新株予約権者となります。そして、当

社が新株予約権を取得する場合、株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予

約権の取得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります。ただし、例外事由該当者につきまし

ては、その有する新株予約権が取得の対象とならないことがあります。

③上記の取組みに対する取締役会の判断およびその判断にかかる理由

　当社は、前記②(a)記載のとおり、本プランは企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上という目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものと考えます。特に本プランは、(ⅰ)第97回定時株主総会において本プラン

の継続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいており、また、本プランの内容

に重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入に関す

る承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認が得られ

ることを条件に効力を生じるものとしている点において株主の皆様のご意思を重視していること、(ⅱ)対抗措置の

発動に際しては、必要に応じて、取締役会から独立した第三者的立場にある専門家の意見を取得できること、(ⅲ)独

立性の高い特別委員会の設置を伴うものであり、対抗措置の発動に際しては必ず特別委員会の勧告を経る仕組みと

なっているうえ、特別委員会は更に独立した第三者的立場にある外部専門家の意見を取得できること、(ⅳ)対抗措

置の発動または不発動その他必要な決議に関する判断の際に拠るべき基準が設けられていること等から、当社は、

本プランは当社の企業価値ないし株主共同の利益を損なうものではなく、当社の取締役の地位の維持を目的とする

ものではないと考えております。

 

(5)研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は10億８千８百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 550,000,000

計 550,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 263,992,598 263,992,598
東京証券取引所

市場第一部　

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計 263,992,598 263,992,598 ― ―

　（注）　大阪証券取引所、名古屋証券取引所および福岡証券取引所については、平成22年１月29日に上場廃止の申請を行

い、同年３月13日に上場廃止となっております。

（2）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（3）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日　　
― 263,992,598 ― 20,886 ― 18,031

（5）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　なお、当社は、当第１四半期会計期間末日現在、自己株式11,624,784株（発行済株式総数の4.40％）を保有し

ております。 
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（6）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在 

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

 議決権制限株式（その他） ― ― ―

 完全議決権株式（自己株式等）

 

 （自己保有株式） 

 普通株式

11,603,000 

―　　
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

 （相互保有株式）

 普通株式

369,000 

― 同上

 完全議決権株式（その他）
普通株式

248,454,000 
 248,454 同上

 単元未満株式
普通株式

3,566,598 
― 同上

 発行済株式総数  263,992,598 ― ―

 総株主の議決権 ―  248,454 ―

（注）１　「単元未満株式」の中には、東洋電化工業㈱所有の相互保有株式２株、および当社実所有の自己株式167株が

含まれております。なお、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式(名義書換失

念株)が565株あります。

２　「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」の中には、証券保管振替機構名義の株式が11千株(議決

権11個)および634株含まれており、株主名簿上は当社子会社鶴見曹達㈱名義となっていますが実質的には所

有していない株式が１千株(議決権１個)および817株含まれております。

３　「完全議決権株式（その他）」の中には、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的には所有していな

い株式（名義書換失念株）が１千株（議決権１個）含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

東亞合成㈱　　  　（注）

東京都港区西新橋

一丁目14番１号
11,603,000 ― 11,603,000 4.40

(相互保有株式)

東洋電化工業㈱

高知市萩町

二丁目２番25号
369,000 ― 369,000 0.14

計 ― 11,972,000 ― 11,972,000 4.54

（注）１　このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式(名義書換失念株)１千株(議

決権１個)が、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。

２　当第１四半期会計期間末（平成22年３月31日）の自己株式数は、11,624,784株であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 363 352 398

最低（円） 330 324 342

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,360 12,778

受取手形及び売掛金 42,737 44,019

たな卸資産 ※1
 15,835

※1
 15,862

繰延税金資産 935 984

その他 1,190 1,506

貸倒引当金 △131 △116

流動資産合計 75,927 75,035

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 18,553

※2
 18,891

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 18,234

※2
 19,294

工具、器具及び備品（純額） ※2
 2,324

※2
 2,462

土地 18,050 18,050

リース資産（純額） ※2
 223

※2
 216

建設仮勘定 3,693 1,358

有形固定資産合計 61,080 60,273

無形固定資産

のれん ※3
 484

※3
 565

リース資産 12 12

その他 1,189 1,250

無形固定資産合計 1,685 1,828

投資その他の資産

投資有価証券 14,475 13,995

長期貸付金 39 47

固定化債権 8,768 8,711

前払年金費用 1,639 1,607

繰延税金資産 2,150 2,523

その他 3,065 3,138

貸倒引当金 △5,550 △5,550

投資その他の資産合計 24,587 24,472

固定資産合計 87,352 86,574

資産合計 163,280 161,609
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,166 16,786

短期借入金 5,861 5,588

リース債務 72 68

未払法人税等 1,516 1,568

繰延税金負債 0 －

賞与引当金 869 141

その他の引当金 7 7

その他 8,068 7,937

流動負債合計 31,563 32,097

固定負債

長期借入金 10,012 10,140

リース債務 174 172

繰延税金負債 1,102 1,086

退職給付引当金 543 568

役員退職慰労引当金 32 113

その他 3,872 3,730

固定負債合計 15,737 15,811

負債合計 47,301 47,909

純資産の部

株主資本

資本金 20,886 20,886

資本剰余金 15,087 15,086

利益剰余金 67,476 65,638

自己株式 △2,914 △2,907

株主資本合計 100,536 98,704

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,788 1,469

為替換算調整勘定 △666 △725

評価・換算差額等合計 1,122 744

少数株主持分 14,320 14,250

純資産合計 115,978 113,700

負債純資産合計 163,280 161,609
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 30,224 36,625

売上原価 23,105 24,794

売上総利益 7,118 11,831

販売費及び一般管理費 ※1
 6,784

※1
 7,107

営業利益 333 4,723

営業外収益

受取利息 41 30

受取配当金 14 45

持分法による投資利益 79 105

為替差益 85 1

その他 128 84

営業外収益合計 349 267

営業外費用

支払利息 65 49

遊休設備費 62 26

その他 131 102

営業外費用合計 259 179

経常利益 424 4,812

特別利益

固定資産売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 46 －

その他 0 －

特別利益合計 47 1

特別損失

固定資産処分損 39 32

減損損失 585 －

貸倒引当金繰入額 97 －

投資有価証券評価損 479 36

特別損失合計 1,201 68

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△730 4,744

法人税等 ※2
 △68

※2
 1,876

少数株主利益 150 272

四半期純利益又は四半期純損失（△） △812 2,595
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△730 4,744

減価償却費 2,225 2,118

減損損失 585 －

のれん償却額 70 80

貸倒引当金の増減額（△は減少） 50 15

退職給付引当金の増減額（△は減少） △108 △57

その他の引当金の増減額（△は減少） 333 646

受取利息及び受取配当金 △56 △75

支払利息 65 49

為替差損益（△は益） △150 △5

持分法による投資損益（△は益） △79 △105

固定資産処分損益（△は益） 39 31

投資有価証券評価損益（△は益） 479 36

売上債権の増減額（△は増加） 9,264 1,315

たな卸資産の増減額（△は増加） 961 52

仕入債務の増減額（△は減少） △5,310 △1,643

その他 654 672

小計 8,292 7,875

利息及び配当金の受取額 173 108

利息の支払額 △104 △74

法人税等の支払額 △1,339 △1,640

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,022 6,269

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △262 －

定期預金の払戻による収入 54 －

有形固定資産の取得による支出 △1,825 △2,897

固定化債権の増減額（△は増加） 320 △57

その他 △221 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,935 △2,947

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,000 259

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 1,000 －

長期借入金の返済による支出 △380 △130

自己株式の売却による収入 1 1

自己株式の取得による支出 △448 △8

リース債務の返済による支出 △6 △18

配当金の支払額 △1,045 △759

少数株主への配当金の支払額 △161 △214

その他 ※2
 △1,559 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,600 △869

現金及び現金同等物に係る換算差額 99 25

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,413 2,476

現金及び現金同等物の期首残高 9,826 12,387

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,412

※1
 14,864

EDINET提出書類

東亞合成株式会社(E00770)

四半期報告書

17/30



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１　会計処理基準に関する事項の変更 (1）工事契約に関する会計基準の適用

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間

より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四

半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。

　これに伴う損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間において投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の預入による支出」（当第１四

半期連結累計期間△48百万円）「定期預金の払戻による収入」（当第１四半期連結累計期間39百万円）は、重要性が乏

しくなったため、当第１四半期連結累計期間より投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してお

ります。

　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

（法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算出方法）

　法人税等の算定に関しては、加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、ま

たは、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末決算において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１　たな卸資産の内訳 ※１　たな卸資産の内訳

商品及び製品（半製品を含む。） 10,549百万円

仕掛品 705　

原材料及び貯蔵品 4,580　

計 15,835　

商品及び製品（半製品を含む。） 10,537百万円

仕掛品 591　

原材料及び貯蔵品 4,734　

計 15,862　

※２　有形固定資産の減価償却累計額　

168,785百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額　　 　     　　　　　　

167,485百万円

※３　のれんおよび負ののれんの表示

　　　のれんおよび負ののれんは相殺しており、相殺前の

　　金額は以下の通りです。

※３　のれんおよび負ののれんの表示

　　　のれんおよび負ののれんは相殺しており、相殺前の

　　金額は以下の通りです。

のれん 486百万円

負ののれん △2　

差引 484　

のれん 567百万円

負ののれん △2　

差引 565　

　４　保証債務 　４　保証債務

北陸液酸工業㈱ 金融機関等

借入保証

195百万円

㈱テンズ 〃 34　

従業員 〃 10　

東海共同発電㈱ 〃 0　

計 　 240　

北陸液酸工業㈱ 金融機関等

借入保証

205百万円

㈱テンズ 〃 35　

従業員 〃 10　

東海共同発電㈱ 〃 0　

計 　 251　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 2,132百万円

従業員給与  1,685 

 

　

　

※２  税金費用

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 2,626百万円

従業員給与  1,331 

賞与引当金繰入額　 470　

退職給付費用　 137　

　

※２  税金費用

法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　 　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　（平成21年３月31日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　 　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　（平成22年３月31日）

現金及び預金勘定 7,835百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △310 

別段預金 △112　

現金及び現金同等物 7,412　

現金及び預金勘定 15,360百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △403　 

別段預金 △92　

現金及び現金同等物 14,864　
　

※２　その他

その他は、自己株式取得のために拠出した2,000百万

円のうち、金銭として残る信託財産であります。

─────
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）および当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　

至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数

  普通株式        　　　　　　263,992千株

 

２．自己株式の種類および株式数

  普通株式　　　　　　　　　 　11,624千株 

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日

第97回定時株主総会
普通株式 757 3.00平成21年12月31日平成22年３月31日利益剰余金

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

　　　末日後となるもの 

 　　 該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
基礎化学品
（百万円）

アクリル
製品

（百万円）

機能製品
（百万円）

樹脂加工
製品

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社

（百万円）

連結
（百万円）

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 9,9528,4273,9717,484 389 30,224 － 30,224

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高
39 9 102 24 1,3081,483(1,483)－

 計 9,9928,4364,0737,5081,69731,708(1,483)30,224

 
営業利益または

営業損失（△）
△317 74 169 485 △74 337 (3) 333

 （注）１  事業区分は製品の種類、事業の内容等により、「基礎化学品事業」、「アクリル製品事業」、「機能製品事

業」、「樹脂加工製品事業」、「その他の事業」に区分しております。 

       ２  各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

基礎化学品事業

 

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、

塩素系有機溶剤、硫酸、工業用ガス等

アクリル製品事業

 

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、

建築・土木製品等

機能製品事業 光硬化型樹脂、接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料等

樹脂加工製品事業

 

下水道関連製品、電力・通信関連製品、介護関連製品、環境保全関連製品、

エラストマーコンパウンド等

その他の事業 企画開発品、不動産仲介等

　　　３   通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による原価法によっておりました

が、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。この結果、従来の方法に比べ、当第１四半期

連結累計期間の営業損益が、基礎化学品で230百万円少なく、アクリル製品で32百万円少なく、機能製品で21

百万円少なく、樹脂加工製品で15百万円少なく計上されております。
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　当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 
基礎化学品
（百万円）

アクリル
製品

（百万円）

機能製品
（百万円）

樹脂加工
製品

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社

（百万円）

連結
（百万円）

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 11,83013,4354,1946,895 269 36,625 － 36,625

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高
61 16 131 33 1,4731,716(1,716)－

 計 11,89113,4524,3256,9281,74238,342(1,716)36,625

 
営業利益または

営業損失（△）
1,6201,688 937 579 △92 4,733 (10)4,723

 （注）１  事業区分は製品の種類、事業の内容等により、「基礎化学品事業」、「アクリル製品事業」、「機能製品事

業」、「樹脂加工製品事業」、「その他の事業」に区分しております。

       ２  各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

基礎化学品事業

 

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、

硫酸、工業用ガス等

アクリル製品事業

 

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、

光硬化型樹脂等

機能製品事業 接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料、建築・土木製品等

樹脂加工製品事業

 

下水道関連製品、電力・通信関連製品、介護関連製品、環境保全関連製品、

エラストマーコンパウンド等

その他の事業 企画開発品、不動産仲介等

　　　３  各区分に属する主要な製品の見直し

　　　 当第１四半期連結累計期間において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いまし

　　 た。これに伴い、従来アクリル製品事業に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品事

     業」に属していた光硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。

　 なお、当第１四半期連結累計期間に用いた事業区分によった場合の前第１四半期連結累計期間の事業の種類

 別セグメント情報は次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日） 

 
基礎化学品
（百万円）

アクリル
製品

（百万円）

機能製品
（百万円）

樹脂加工
製品

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去または
全社

（百万円）

連結
（百万円）

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 9,9529,2443,1537,484 389 30,224   － 30,224

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高
39 10 102 24 1,3081,485(1,485)     －

 計 9,9929,2553,2567,5081,69731,710(1,485) 30,224

 
営業利益または

営業損失（△）
△317 39 216 485 △74 350

(16)　　　　　

　　　　　　　　　

　　　

　333
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本

（百万円）
日本以外
（百万円）

 計
 （百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 28,176 2,048 30,224 － 30,224

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
235 468 704 (704) －

計 28,411 2,516 30,928 (704) 30,224

営業利益 233 144 377 (43) 333

 （注）１  国または地域の区分は地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高の10％以上でありますセグ 

メントが存在しないため、日本以外の全てのセグメントを「日本以外」として一括表記しております。 

       ２　日本以外の区分に属する主な国または地域

           日本以外　　：アメリカ、シンガポール、中国、台湾ほか

       ３　「消去または全社」に記載された金額および主な内容は、セグメント間の内部取引となります。

       ４　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による原価法によっておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。この結果、従来の方法に比べ、当第１四半期

連結累計期間の営業利益が、日本地域で298百万円少なく計上されております。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
日本以外
（百万円）

 計
 （百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 33,381 3,244 36,625 － 36,625

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
301 822 1,123 (1,123) －

計 33,682 4,066 37,749 (1,123) 36,625

営業利益 4,232 512 4,744 (21) 4,723

 （注）１　国または地域の区分は地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高の10％以上でありますセグメ

ントが存在しないため、日本以外の全てのセグメントを「日本以外」として一括表記しております。

       ２　日本以外の区分に属する主な国または地域

           日本以外　　：アメリカ、シンガポール、中国、台湾ほか

       ３　「消去または全社」に記載された金額および主な内容は、セグメント間の内部取引となります。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,475 493 166 46 3,180

Ⅱ　連結売上高（百万円）     30,224

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
8.2 1.6 0.5 0.2 10.5

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

アジア：シンガポール、中国、インド

北米　：アメリカ

欧州　：ポーランド、フランス、ドイツ

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 4,956 627 498 204 6,286

Ⅱ　連結売上高（百万円）     36,625

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
13.5 1.7 1.4 0.6 17.2

　（注）１　国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

アジア：中国、インド、台湾

北米　：アメリカ

欧州　：ドイツ、ポーランド、ベルギー

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

（有価証券関係）

著しい変動がないため記載しておりません。 

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 402.82円 １株当たり純資産額 394.03円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円）   115,978 113,700

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
14,320 14,250

（うち少数株主持分） (14,320) (14,250)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産

額（百万円）
101,658 99,449

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期末（期末）の普通株式の数（千株）
 252,367 252,389

 

２．１株当たり四半期純利益（△損失）金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △3.13円 １株当たり四半期純利益金額 10.28円

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

       ２ １株当たり四半期純利益（△損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益（△損失）金額   

四半期純利益（△損失）（百万円） △812 2,595

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（△損失）（百万円） △812 2,595

期中平均株式数（千株） 259,776 252,378
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 当社は平成22年4月19日開催の取締役会において、三井化学株式会社（以下「三井化学」）と、エチレンカーボネート

(以下、EC)の製造を行う合弁会社を設立する基本合意を締結することを決議いたしました。

　

（１） 合弁会社設立の目的

ECは、リチウムイオン二次電池（以下、LiB)用電解液の主要原料で、これまで当社は名古屋工場においてECを製造してお

り、今後のLiB市場の拡大に伴うECの需要増大に対応するための設備増強を検討してきました。今般、当社と三井化学は、EC

原料であるエチレンオキサイド（以下、EO）を三井化学大阪工場から供給し、当社独自技術によりECの製造を行う合弁会

社を設立することで基本的に合意しました。

新合弁会社の製造設備は、三井化学大阪工場敷地内に設置し、販売業務は従来どおり当社が担います。なお、当社は、名古

屋工場におけるEC製造も継続します。

LiBの需要は、パソコン、携帯電話用途に加え、電気自動車、プラグイン自動車、ハイブリッド自動車の普及とともに世界

的に拡大する見込みです。その電解液の主要成分となるECの需要も2012年以降に急拡大が見込まれており、当社としては、

そのような市場動向を先取りしたEC製造能力の増強を目的に、また三井化学は、大阪工場へのEO誘導品事業誘致によるEO

事業競争力強化と大阪工場基盤強化を目的として、今回の合弁会社設立に基本合意しました。

　

（２） 合弁会社の概要

①社　　　名 ：　ＭＴエチレンカーボネート株式会社

②本社所在地 ： 東京都港区

③出資比率 ：　東亞合成　90％、三井化学　10％

④設立時期 ：　2010年６月予定

⑤生産能力 ：　5,000トン／年

⑥設備投資額 ：　10億円程度

⑦設置場所 ：　三井化学株式会社　大阪工場敷地内

⑧完成予定 ：　2011年秋

　

（リース取引関係）

著しい変動がないため記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。 

 

EDINET提出書類

東亞合成株式会社(E00770)

四半期報告書

27/30



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月13日

　東亞合成株式会社

　取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長田　清忠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池内　基明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亞合成株式会社の

平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年

３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月13日

　東亞合成株式会社

　取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長田　清忠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池内　基明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亞合成株式会社の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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